調査目的
荷主からみた輸送機関への意識調査を実施し、その結果を把握することにより今後のニーズにそった輸送体系の構築を図ることを目的とする。

対象業種　

食料品、木材卸、機械装置製造、半導体製造、総合建設業、印刷業、プラスチックシート製造、金属製品製造、各種農産物卸、電気機械器具卸、非鉄金属製品卸、建設機械器具リース、養殖業、段ボール箱製造、木材販売、各種食料品加工
調査方法

原則としてＴＳＲ社員が当該企業を訪問し、先方責任者からのヒアリングによる。

調査期間

平成２２年２月１日～３月１５日

総括

今回の流通関連事態調査の調査先１６社は、県内の各業界では上位もしくは中堅処の業容で実績もあるほか、経営内容も比較的安定している企業が多いものの、２００９年秋のリーマンショック以降総じて業績は低迷気味。直近の決算において赤字企業は１６社中２社と少なかったが、現状の状況について１６社中８社が「横這い」、以下「悪い」が１社、「やや悪い」が６社、良い部類としては「やや良い」１社しかなかった。因みに「良い」の回答は０。今般、景気は底を打ったとの見方もあり、一部の業界では受注、売上が回復しているケースはあるものの、今後の見通し（短期的）に関して、「横這い」が１６社中９社、以下「悪い」が２社、「やや悪い」が３社、「良い」が０社、「やや良い」が２社との回答であり、引き続き厳しい状況が窺われる。こうしたなか、雇用調整助成金の利用（予定含む）が１６社８社（５０％）、緊急保証制度の利用（予定含む）は４社（２５％）あった。いずれにしても、荷主の業績は厳しい経済環境が影響して総じて低調に推移、全体としての早急な回復は期待し難く、少なくとも総体での荷の増加は見込み難い。なお、今回の調査で現在取引のある運送業者に対しての満足度は１６社中１２社が８０％（７５％）と回答するなど比較的良好な関係が窺われた。一方、ドライバーの質向上や事故をなくして欲しいなど基本的な要望のほか、顧客への有意義な提案がやや少ない様に思われる。この他ここで注目したい点は、【問１４】から荷主企業の自営転換が１６社中１５社（約９４％）と高い率で潜在するところである。
